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最低賃金法の一部を改正する法律案（細川律夫君外二名提出、第百六十六回国会衆法第三四号） 

労働契約法案（細川律夫君外三名提出、衆法第一号）及び最低賃金法の一部を改正する法律案（細川律夫君外二名

提出、第百六十六回国会衆法第三四号）の撤回許可に関する件 

井澤京子議員の質問に対し、山井和則が答弁 

 

○井澤委員 ありがとうございます。 

 民主党の労働契約法についてはほかにも尋ねたい点がたくさんございましたが、次に、最低賃金法についてお

伺いいたします。 

 時間も限られておりますので、簡潔に御答弁の方をお願いいたします。 

 まず、民主党の法案の第三条第一項には、第九条一項に規定する全国最低賃金及び第十条の四第一項に規定す

る地域最低賃金について規定しています。一方、民主党の御自身のホームページについては、全国最低賃金は約

八百円、各地域の地域最低賃金は平均で千円を目指すということを主張しておられます。ここは、どうも一貫性

が欠けているようで、よくわかりません。 

 実際、全国最低賃金は中央最低賃金審議会で審議されることになっておりますが、中央最低賃金審議会におい

て考慮される労働者及び家族とは、どこに住んで、どんな仕事をして、どんな家族なのか、そのことについて簡単

にお考えをお聞かせください。 

○山井議員 井澤議員、御質問ありがとうございます。 

 最低賃金についてでございますが、中央最低賃金審議会におきましては、民主党案による最低賃金法九条一項

にありますように、厚生労働大臣の求めにより、全国最低賃金についての調査審議を行うこととなります。ただ、

物価の差などにより、労働者とその家族の生計費は全国各地におきましていろいろな相違がありますので、全国

最低賃金の額では生活できず、これを適用することが不適当な地域もございます。 

 そこで、民主党案では、そのような地域におきましては地域最低賃金を決定することができることとし、その

地域の生活費に応じ、より適切な最低賃金額を設定することと想定しております。 

 そこで、全国最低賃金は、ナショナルミニマムの水準として、比較的生計費の低い地域が想定されることにな

ります。そして、最低賃金を決定する際の考慮基準として、労働者及びその家族の生計費を基本とすることによ

り、最低賃金額は、最低限、労働者とその家族の生計費程度の額となるようにいたしております。労働者が安心し

て結婚し、子供も育てることができる額ということを前提にしておりますので、労働者一人当たりに子供一人と

いう家族を想定しております。このような家族の食料費、住居費、光熱水道費、被服費、保健医療費、通信交通

費、教育娯楽費その他交際費等を考慮することといたしております。 

○井澤委員 ありがとうございます。 

 まだほかにも幾つか提案をしたかったのですが、最後にもう一問だけお伺いいたします。 

 民主党案は、附則で三年間の経過措置というものを規定しております。しかし、先日の趣旨説明の冒頭には、我

が国の最低賃金はほかの先進諸国に比べて低いことから、最低賃金が低いことがまじめに働いていても生計が立

てられないワーキングプアと言われている低所得者層が増加している原因である、我が国の格差を是正するため

に最低賃金の引き上げが必要であると説明されました。 

 民主党が本当に格差是正のために全国平均千円の最低賃金でなければならないと思っているのであれば、三年

と言わず、すぐやるべきではないでしょうか。三年の経過措置を設けたというその理由を、その必要とする根拠

をお聞かせください。 

○山井議員 井澤議員にお答えをいたします。 

 大変重要な御指摘だと思います。私たちがこの国会で今最優先で取り組まねばならないのは、この格差社会、

ワーキングプアをどうしていくかということであります。まさにそのことに関して、この最低賃金を引き上げて

いくということで、与党も野党も方向性は当然同じであります。ただし、同時に、最低賃金の引き上げにおいて

は、中小企業が実現できる、やはりそことセットで考えていく。労働者の立場、そしてまた企業経営者の立場とい



うことを両面、当然考えていかねばならないというふうに考えております。 

 そこで、この激変緩和措置についてでありますが、最低賃金を引き上げる際に、中小零細企業への配慮が重要

だと考えておりまして、民主党案では、全国最低賃金及び地域最低賃金については三年間で段階的に引き上げる

ことを想定しております。これは、先ほど委員もおっしゃいましたように、アメリカでもそのような方式をとっ

ております。 

 具体的には、平成十九年十二月に公布されることを前提としますと、施行は翌二十年三月、公示は同年六月か

ら同年七月、発効する十月に第一段階、翌二十一年十月に第二段階、さらに翌二十二年十月に第三段階の引き上

げが実施されます。 

 民主党は、最低賃金法改正案策定に当たって各界から意見を拝聴してきましたが、民主党案では、全国最低賃

金をことしの最低賃金の一番低いレベルの六百十八円から八百円へと百八十二円上げることとなることから、中

小企業対策とともに、段階的に引き上げることが最低賃金の着実な実施につながると判断をいたしました。 

 先ほど萩原議員からも、一円、二円じゃないというお話がございましたが、ことしを除けば、過去十年間で五十

六円ぐらいしか上がっていないわけでありまして、そういう意味では、政府案は二けた、民主党案は三けたとい

うものを上げていきたい。そのためには、中小企業がしっかりとそれについてこれるように、一千九百億円の中

小企業の財政支援をセットで行いたい。そして、それも、アメリカに倣いまして、段階的にやっていって、中小企

業に無理なくということでなければならないという趣旨で経過措置を設けているわけであります。 

 ただ、井澤議員がおっしゃいました、本来はワーキングプア対策、格差是正のために早急に最賃を引き上げる

べきではないかという御意見に関しては、私も共感する部分がございますが、中小企業の現場に配慮して三年間

の経過措置を設けたわけでございます。 

 以上です。 

○井澤委員 三年間の経過措置について御説明いただきました。ありがとうございます。 

 次に、時間がもうございませんので、舛添大臣に、最後、お伺いしたいと思っております。 

 先日の当委員会で、舛添大臣から、働き方や休み方の見直しを含めたワークライフバランスが必要であり、人

生八十五年時代のビジョンのお考えがあると伺いました。 

 今回、長時間労働の是正に多面的に取り組むためにはどのように進めていけばいいのか、また、人生八十五年

時代にビジョンもどうしていくのか、舛添大臣のお考えについてお伺いしたいと思います。 


